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相続税評価、衛星データで正確・簡単 ⼭形企業が新事業

不動産鑑定事務所などを傘下に持つオルウェーブビジネス（⼭形市）は、不動産の相続税評価額を正確か
つ簡単に算出できる新サービスを12⽉中にも始める。⼈⼯衛星やドローンの撮影データを⽤いるシステム
を開発し、特許も取得した。全国の会計事務所や税理⼠法⼈に⽉3万円（税別）で基本メニューを提供。適
正な納税につなげる。

この「オルウェーブ⽅式・ReaTaxシステム」は約3年かけて独⾃に構想・開発した。インターネット経由
で利⽤でき、当⾯は100程度のサブスクリプション（定額課⾦）会員の確保をめざしている。

利⽤する際は評価したい⼟地や建物の範囲を決め、必要な座標情報を地理情報システム（GIS）や地図アプ
リ「グーグルマップ」などで⼊⼿。物件内に⾼低差がある場合はドローンで測り、座標情報を追加する。
そのうえで物件の路線価と「普通商業・併⽤住宅地区」などの地区区分を⼊⼒すれば、⾃動的に評価額を
割り出せる仕組みだ。

物件が正⽅形や⻑⽅形ではなく、3つや5つ以上の辺からなる「不整形地」の場合も、減価要因を詳しく⽰
した国税庁の「財産評価基本通達」に沿って評価額を出す。そのための機能も11⽉下旬に追加で特許申請
しており、サービスメニューに盛り込む。

ドローンを使った測量⼿法は詳しいマニュアルを⽤意する。実際に必要な場合はオルウェーブが持ってい
る機材を別料⾦でレンタルしたり、会員に製品情報を提供して⾃前で買ってもらったりする。

記事利⽤について

オルウェーブビジネスの新サービスの利⽤画⾯（イメージ）=同社提供
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相続税を正確に評価するためには精密な測量が必要だ。宅地の⼀部が農地だったり、⼟地が道路で分断さ
れていたり、間⼝が狭かったり、⾼低差があったりすると評価額が少なくなる要因となる。それでも測量
の⼿間を考慮し、登記情報などをもとにして⼤まかに評価することが⼀般的だという。

開発が進んでいて区画や⽤途がはっきりしており、かつ平らな⼟地が多い都市の中⼼部ではこうした従来
の⼿法でも相続税をほぼ正確に評価できる。⼀⽅で対象となる⼟地の⽤途が⼊り組んでいたり、起伏があ
ったりする郊外の物件をオルウェーブのシステムを使って評価すると、従来⼿法と⽐べて2〜3割の減額と
なる事例が⽬⽴つ。

⼤貫良⼀社⻑は「国税庁の通達をじっくり研究してシステムを開発した。節税対策のための事業では決し
てない」と説明。「新規で相続税評価に取り組みたい会計事務所や税理⼠法⼈を後押ししたい」と話して
いる。

オルウェーブビジネスは2019年設⽴。不動産鑑定事務所のほかに⼤貫⽒の実⽗・健次⽒が1973年に開業
した会計事務所や、社会保険労務⼠事務所、コンサルティング会社などでグループを構成している。

オルウェーブビジネスの⼤貫社⻑は不動産の取引や評価に対する深い知⾒を持つ（11⽉、⼭形市）
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⼤貫⽒は税理⼠と不動産鑑定⼠を兼ねており、不動産の取引や評価に対する深い知⾒を持つ。かつて東京
都内で債権査定会社を経営し、外資系企業との取引も多かった。

（松尾哲司）

本サービスに関する知的財産権その他⼀切の権利は、⽇本経済新聞社またはその情報提供者に帰属します。また、本サービスに掲載の記事・写
真等の無断複製・転載を禁じます。
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